
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】粒子に付着する性質を示す有害物質を含む
汚染泥土または汚染泥水を、透水性の袋体内に入れると
ともに、
この袋体内容物のうち、水分を袋体外に透過させて脱水
するとともに、泥土または泥水中の粒子およびこれに付
着した有害物質を袋体内に残留させて、有害物質を袋体
内に封じ込めることを特徴とする、有害物質の封じ込め
処理方法。
【請求項２】前記汚染泥土または汚染泥水が、河川底
泥、湖沼底泥、海底泥、土木工事により発生したもの、
建設工事により発生したもの、沈殿池汚泥、焼却灰泥、
道路側溝汚泥、のうちから選択される一種または複数種
のものからかなる、請求項１記載の有害物質の封じ込め
処理方法。

【請求項３】前記透水性袋体として、ポリエステルやポ
リプロピレン等の化学繊維で形成された袋体を用いる、
請求項１または２記載の有害物質の封じ込め処理方法。
【請求項４】前記汚染泥土または汚染泥水を透水性袋体
内に圧入するとともに、この圧入による膨張破壊を防止
するように補強材により補強された透水性袋体を用い
る、請求項１～３のいずれか１項に記載の有害物質の封
じ込め処理方法。
【請求項５】前記透水性袋体として、複数枚の袋体を重
ねてなる多重袋体を用いる、請求項１～４のいずれか１
項に記載の有害物質の封じ込め処理方法。
【請求項６】少なくとも脱水に先立って、前記汚染泥土
または汚染泥水に凝集剤を添加する、請求項１～５のい
ずれか１項に記載の有害物質の封じ込め処理方法。
【請求項７】泥土または泥水中の粒子およびこれに付着
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した有害物質を封じ込めた袋体を、所定の基準を満たす
不透水層により取り囲まれた場所内に封じ込める、請求
項１～６のいずれか１項に記載の有害物質の封じ込め処
理方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、ダイオキシン類、
ＰＣＢ、砒素、鉛等のように、土粒子に付着する性質を
示す有害物質を袋体内に封じ込める技術に関する。
【０００２】
【従来の技術】河川底泥、湖沼底泥、海底泥、土木・建
設工事により発生した泥土または泥水、沈殿池汚泥、焼
却灰泥、道路側溝汚泥等は人体や環境に悪影響を及ぼす
有害物質に汚染されている場合がある。このような場所
において浚渫や掘削などを伴う土木・建設工事を行う場
合、二次拡散防止対策や恒久対策が必要となる。
【０００３】かかる汚染泥土類を処理する方法として、
現在までに各種の技術が開発されている。例えば、現状
で最も一般に採用されている方法として、汚染泥土類を
セメント、石灰などの固化材によって固化不溶化し、コ
ンクリート槽内や不透水シートで固まれた場所へ処理す
る固化不溶化処理がある。またこの他にも、汚染泥土類
を掘削して取り出し、界面活性剤等の各種薬剤により洗
浄して有害物質を土粒子から分離除去するいわゆる洗浄
分級処理や、加熱・溶融処理、揚水処理・ガス吸引処
理、微生物処理、電気的分解処理、酸化還元分解処理等
が提案されている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】しかしながら、これら
従来技術は、処理能力が低いか或いは施工コストが高い
ため、特に対象土量が大量な場合に不向きであり、必ず
しも社会的ニーズを満たしているものではない。
【０００５】すなわち、固化不溶化処理においては、汚
染物質が溶出しないように完全な固化処理をするには大
きな設備と高額な費用が掛かる。さらにセメント固化処
理によって副次的に六価クロムの溶出が懸念される。さ
らに、我が国の狭い国土や処分地からの汚染物質の漏洩
の懸念などを勘案すると、封込め処理をする処分場の確
保は非常に難しい状況にある。さらに、本固化不溶化は
有害物質をそれ自体無害化せずに、処分場に封じ込める
ものであるにもかかわらず、一度固化不溶化してしまう
と、将来安価な無害化技術が開発されたとしても、その
対象土として供することができないことも問題である。
また、洗浄分級処理においては、処理対象土がレキ、砂
分を多く含む土壌に限定されるだけでなく、二次的に大
量の汚染物質含有濁水や高含水細粒土(泥土)が発生し、
その処理費用が高額となる。また、加熱溶融処理におい
ては、多大なエネルギーと設備が必暮であり、時間あた
り処理量も少ない。また、揮発性物買や、砒素、鉛など
のように元素自体が有害な物質に対しては、その排ガス

処理にも大きなコストが掛かる。また、揚水処理・ガス
吸引処理においては、処理期間が非常に長く、また主な
対象が有機塩素系物質に限定される。
【０００６】また、微生物処理においては、長い処理期
間が◇必要である。また、確認されている有効なバクテ
リアに限りがあり、未だ完成された技術とはいえない。
その他電気的分解、酸化還元分解法等についても、処理
効率が低く、高コストであるという問題点がある。
【０００７】そこで、本発明の主たる課題は、処理効率
の向上および施工コストの低減を図ることにある。
【０００８】
【課題を解決するための手段】上記課題を解決した本発
明は次記のとおりである。
＜請求項１＞粒子に付着する性質を示す有害物質を含む
汚染泥土または汚染泥水を、透水性の袋体内に入れると
ともに、この袋体内容物のうち、水分を袋体外に透過さ
せて脱水するとともに、泥土または泥水中の粒子および
これに付着した有害物質を袋体内に残留させて、有害物
質を袋体内に封じ込めることを特徴とする、有害物質の
封じ込め処理方法。
【０００９】＜作用＞ダイオキシン、ＰＣＢ、砒素、
鉛、などの有害物質は、泥土または泥水中においては小
さな径の土粒子やその他の懸濁粒子に付着し易い。実
際、泥土または泥水中における有害物質の殆どは、土粒
子やその他の懸濁粒子に付着して存在している。
【００１０】他方、土粒子等の粒子を殆ど通さない透水
性袋体に泥土や泥水を入れると、その内容物は、その水
分だけが袋体外に透過排出されることにより脱水され減
容化される。またこの際、土粒子等が袋体の水透過孔に
目詰まりすることにより水透過間隙がより微小になり、
懸濁物質濃度（ＳＳ）が著しく低い水が排出されるよう
になる（後述の実験１および２参照）。
【００１１】本発明は、これら両特性を利用したもので
ある。本発明に従って、有害物質を含むヘドロ等の泥土
や泥水を透水性袋体に入れて脱水すると、水分は袋体外
に排出されるものの、有害物質は泥土または泥水中の粒
子に付着しているので、それら粒子とともに袋体内に残
留し、袋体内に封じ込められる。特に、前述のように袋
体の透過孔には土粒子等が目詰まりするので、透過孔が
小さくなりろ過効果が向上するだけでなく、水に伴って
移動する有害物質が袋外への排出目前で目詰まり土粒子
等に捕捉され、袋体内に残留し易いという利点もある。
【００１２】このように、本発明は透水性袋体に泥土等
を入れるだけの非常に簡便な方法であるので、従来例と
比べて処理効率が著しく高く、かつ施工コストも著しく
低いという利点がある。また泥土または泥水は脱水によ
り減容化（圧密化）されるので、袋体１枚あたりに封じ
込めることができる量も非常に多く、袋体コスト・処分
スペースが少なくて済む利点もある。
【００１３】＜請求項２＞前記汚染泥土または汚染泥水
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が、河川底泥、湖沼底泥、海底泥、土木工事により発生
したもの、建設工事により発生したもの、沈殿池汚泥、
焼却灰泥、道路側溝汚泥、のうちから選択される一種ま
たは複数種のものからかなる、請求項１記載の有害物質
の封じ込め処理方法。
【００１４】＜作用＞上述のように本発明は、従来例と
比べて処理効率が著しく高く、かつ施工コストも著しく
低いという利点があるので、特に大量処理が必要となる
河川底泥、湖沼底泥の処理に好適であるが、他の泥土・
泥水等の処理を行うこともできる。
【００１５】＜請求項３＞前記透水性袋体として、ポリ
エステルやポリプロピレン等の化学繊維で形成された袋
体を用いる、請求項１または２記載の有害物質の封じ込
め処理方法。
【００１６】＜作用＞かかる材質の袋体は、耐酸性、耐
アルカリ性が高く化学的に安定しているとともに、現在
では非常に安価に入手することができる。
【００１７】＜請求項４＞前記汚染泥土または汚染泥水
を透水性袋体内に圧入するとともに、この圧入による膨
張破壊を防止するように補強材により補強された透水性
袋体を用いる、請求項１～３のいずれか１項に記載の有
害物質の封じ込め処理方法。
【００１８】＜作用＞泥土類をポンプ等によって袋体に
圧入すると、その注入圧により袋体内容物が加圧脱水さ
れるので、処理効率が著しく向上する。しかし、その場
合、袋体が内圧により膨張し破壊する虞があるので、予
め袋外周囲に引っ張り強度の高いジオグリッド等の補強
材を巻き付けておく等により補強された袋体を用いるの
が好ましい。
【００１９】＜請求項５＞前記透水性袋体として、複数
枚の袋体を重ねてなる多重袋体を用いる、請求項１～４
のいずれか１項に記載の有害物質の封じ込め処理方法。
【００２０】＜作用＞袋体を複数枚重ねた多重袋体を用
いることで、泥土類中の粒子捕捉効果が向上するので、
有害物質の封じ込め効果も向上する。
【００２１】＜請求項６＞少なくとも脱水に先立って、
前記汚染泥土または汚染泥水に凝集剤を添加する、請求
項１～５のいずれか１項に記載の有害物質の封じ込め処
理方法。
【００２２】＜作用＞かかる凝集剤の併用によって、泥
土中の土粒子や泥水中の懸濁粒子が有害物質を含むフロ
ックとなり、より容易に且つ効果的に袋体内に封じ込め
られるようになる。
【００２３】＜請求項７＞泥土または泥水中の粒子およ
びこれに付着した有害物質を封じ込めた袋体を、所定の
基準を満たす不透水層により取り囲まれた場所内に封じ
込める、請求項１～６のいずれか１項に記載の有害物質
の封じ込め処理方法。
【００２４】＜作用＞本請求項７記載の発明は、有害物
質を地中に恒久的に封じ込める場合に好適な態様であ

り、有害物質を封じ込めた袋体を、廃棄物処理法等の関
係法規による所定の技術基準を満たす不透水層により取
り囲まれた場所内に封じ込めるものである。これによ
り、有害物質が二次拡散しないように封じ込めておくこ
とができる。また、本発明では封じ込めに当たって、セ
メントその他の化学的反応や固化等の変質を伴わないこ
とから、将来安価な無害化技術が提供された場合には、
封じ込めておいた有害物質含有土をそのまま適用できる
という利点もある。
【００２５】
【発明の実施の形態】以下、本発明の実施形態について
添付図面を参照しながら詳説する。
（袋詰および脱水）図１は、河川や湖沼等１の底に存在
する有害物質含有泥土類（ヘドロ等）１ｂを、付近の岸
辺で処理する例を示している。詳細には、泥土類１ｂは
浚渫船２によって取り出され、圧送ホース２ａを介して
予め岸辺に設けた処理ピット３に供給され、一時的に貯
留される。続いて、処理ピット３内に沈殿した有害物質
含有泥土類１ｂは注入ポンプ４によって吸引・圧送さ
れ、注入管４ａを介して透水性袋体５内に順次注入され
る。これにより、水分だけが袋体５外に透過排出され、
有害物質は土粒子等に付着しているので、それら粒子と
ともに袋体５内に残留し、袋体５内に封じ込められる。
排水は非常に綺麗であるので、排水溝６を介してそのま
ま、または必要に応じて適宜の浄化処理をおこなった後
に元の河川等１にかえされる。
【００２６】なお、注入に際して、好適には泥土類を袋
体５内に圧入する。これにより、その注入圧により袋体
内容物が加圧脱水されるので、高効率での袋詰および脱
水を行うことができる。ただし、本発明においては圧入
せずに、注入泥土類の自重による加圧および水分の蒸発
により脱水させたり、図示のように注入済み袋体５を順
次積み重ねて下側の袋体５を加圧脱水したり、注入済み
袋体を機械的に加圧脱水することもできる。
【００２７】本発明においては、袋体５の目合いの粗さ
によって、注入開始からフィルター効果を十分に発揮す
るまでの時間には差はあるが、いずれにせよある程度ま
で注入すれば十分なフィルター効果が発揮される。よっ
て、基本的には透水性袋体５の目合いの粗さは問わない
が、注入当初からある程度十分なフィルター効果を発揮
させるためには、透水性袋体５としては、透水係数が
１．０×１０－３ｃｍ／ｓｅｃ以上、水透過孔径が９０
～６００μｍのものが好ましい。また耐酸性、耐アルカ
リ性が高く化学的に安定しているという観点から、ポリ
エステルやポリプロピレン繊維等の化学繊維からなる不
織布、織布、編物等により形成した袋体を好適に使用す
ることができる。具体的な透水性袋体の例を表１に示
す。
【００２８】
【表１】
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【００２９】特に、前述のように泥土類を圧入するとき
には、袋体５が膨張し破壊する虞があるので、予め袋外
周囲に引っ張り強度の高いジオグリッド等の補強材を巻
き付けておく等により補強された袋体を用いることがで
きる。
【００３０】またフィルター効果を高めるためには、袋
体を複数枚重ねた多重袋体を用いることで、泥土類中の
粒子捕捉効果を高め、有害物質の封じ込め効果を向上さ
せることができ、袋体の強度も向上する。この場合にお
いて、異なる素材の袋体を組み合わせて重ねることもで
きる。
【００３１】その他、特願平８－２１４３７号、特願平
１０－３７１５１号、特願平８－５９９６４号、特願平
８－１８８２０３号および特願平１１－０３０１３９号
に記載された脱水用袋体など、公知の脱水用袋体を使用
することができる。なお、これら従来の脱水技術は、本
願発明のように有害物質含有泥土類を対象として有害物
質を袋体内に封じ込めるものではない。

【００３２】他方、本発明における用語「有害物質を含
む汚染泥土または汚染泥水」とは、その存在場所に応じ
て多少の広狭があり、一概には言えないが、「土壌の汚
染に係る環境基準について（平成３年８月２３日、環境
庁告示第４６号）」、「排水基準を定める総理府令（昭
和４６年６月２１日、総理府令第３５号）」、「地下水
の水質汚濁に係る環境基準について（平成９年３月１３
日、環境庁告示第１０号）」、「水質汚濁に係る環境基
準について（昭和４６年１２月２８日、環境庁告示第５
９号）」、「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律
（昭和４５年１２月２５日、法律第１３９号）」、「ダ
イオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の
汚染に係る環境基準（平成１１年１２月２７日、環境庁
告示第６８号）」等の各種法規や運用基準等の基準に適
合しないものを意味する。具体的な有害物質の例ととも
に各種基準を表２及び表３に示す。
【００３３】
【表２】
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【００３４】 【表３】

【００３５】（封じ込め袋体の処分）上記のようにして
有害物質を封じ込めた袋体５は、二次拡散しないように
処分場に埋め立てることが望まれる。この例が図２およ
び図３に示されている。
【００３６】図２に示した例は、先ず封じ込め場所に適
当な大きさの封じ込め穴１０を掘削し、その底部および
側部に粘土等からなる第１の不透水層１１Ａ（厚さ５０

ｃｍ以上、透水係数１０ｎｍ／秒以下）を設け、更にそ
の表面を遮水シート１２Ａおよび固化材等からなる保護
層１３Ａによりこの順に被覆する。次いで、好適にはこ
の封じ込め穴１０内で本発明に係る透水性袋体５による
脱水および有害物質の封じ込めを行う。もちろん、予め
封じ込め穴１０外で有害物質を封じ込めておいた袋体５
をこの封じ込め穴１０内に持ち込み積み上げることもで
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きる。しかる後、封じ込め穴１０の上部開口を、保護層
１３Ｂ、遮水シート１２Ｂおよび粘土等からなる第２の
不透水層１１Ｂ（厚さ５０ｃｍ以上、透水係数１０ｎｍ
／秒以下）をこの順に設けて塞ぐ。図示例ではさらに、
土砂１４、路盤工１５、アスファルト舗装１６等を被せ
て表面を舗装している。なお、図中の符号１７は施設表
示杭を、１８は封じ込め部の周囲に形成された開渠をそ
れぞれ示している。
【００３７】図３に示した例は、地中深くの不透水性地
層２１（厚さ５ｍ以上、透水係数１００ｎｍ／秒以下）
を本発明の第１の不透水層の下部（底部）として利用し
たものである。先ず、深さ方向に不透水性地層２１まで
達する封じ込め穴２０を掘削するとともにその周囲側壁
をなす地中連続壁２２，２２（厚さ５０ｃｍ以上、透水
係数１０ｎｍ／秒以下）を形成する。以降は、前述図２
の例と同様に、この封じ込め穴２０内で本発明に係る透
水性袋体５による脱水および有害物質の封じ込めを行う
か、予め有害物質を封じ込めた袋体５をこの封じ込め穴
２０内に積み上げた後、封じ込め穴の上部開口を、遮水

シートおよび粘土等からなる第２の不透水層２３（厚さ
５０ｃｍ以上、透水係数１０ｎｍ／秒以下）をこの順に
設けて塞ぐ。
【００３８】なお、これらの袋体の封じ込めにおける遮
水工及び遮断工の構造例は、「一般廃棄物の最終処分場
及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定め
る命令」（昭和５２年総理府令・厚生省令第１号）に規
定される構造に準拠したものである。
【００３９】
【実施例】＜実験１＞表４に示す霞ヶ浦粘土を含水比３
００～４００％の泥水状に調整し、ポンプにより０．１
ｍ

3
／ｍｉｎの注入速度で、周長２ｍ、長さ４ｍの各種

透水性袋体内へ注入して放置し、袋体からの排出水の懸
濁物質濃度（ＳＳ）を測定した。表５には実験に用いた
透水性袋体の特性を示した。また図４に測定結果を示し
た。
【００４０】
【表４】

【００４１】 【表５】

【００４２】この測定結果から、本実験１で使用した透
水性袋体によれば、注入後直ちに懸濁物質濃度（ＳＳ）
の著しく低い水が、袋体外へ排出されるようになること
が判る。
【００４３】＜実験２＞二ヶ所の汚染場所から汚染土壌
を採取した。採取土壌の土質を表６に示す。次いで、こ
れらをそれぞれ篩いにかけて礫やゴミを取り除いた後、
６００％の含水比になるように加水及び攪拌を行い、実
験試料を二種類作成した。また各実験試料の汚染物質含
有量分析及び溶出試験を行った。その結果、採取土壌１
から作成した実験試料Ａからはダイオキシン類が、採取

土壌２から作成した実験試料Ｂからは鉛、砒素、ＰＣＢ
等が検出された。この分析・溶出試験結果を実験試料Ａ
については表７に、及び実験試料Ｂについては表８にそ
れぞれ示す。
【００４４】そしてこれら実験試料Ａ，Ｂを用いて、表
９に示すように凝集剤添加の有無及び袋体の種類が異な
る６ケースについて脱水試験を行い、排出水を採取して
水質試験を行った。なお、袋体の容量は全てのケースに
おいて２０リットルとした。
【００４５】
【表６】
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【００４６】 【表７】

【００４７】 【表８】

【００４８】 【表９】

【００４９】その結果、図５～図８に示すように、排出
水内の汚染物質濃度は脱水初期においてはやや高いもの
の、その後急速に低下し、ダイオキシンに係るケースを
除いては排水基準・環境基準を下回った。ダイオキシン
に係るケースについては試料の濃度が高かったため、排
水基準・環境基準を下回らなかったが、通常の場合には
排水基準・環境基準を下回るものと考えられる。
【００５０】また封じ込め率（注入した汚染物質量に対

する袋体内に封じ込められた汚染物質の量の割合）を求
めたところ、表９に示すように汚染物質の９９．５％以
上が封じ込められたことが判明した。かかる封じ込め率
は袋体や汚染物質の種類等に応じて定まるので、一概に
はいえないが、本発明では９８％以上、特に９９％以上
となるようにするのが好ましい。
【００５１】
【表１０】
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【００５２】
【発明の効果】以上のとおり本発明によれば、有害物質
を含む泥土または泥水を、簡便、高効率かつ低コスト
で、封じ込めおよび減容化できるという利点がもたらさ
れる。また、脱水に伴って滲み出た排出水内の汚染物質
量は、環境基準値(排水基準値)を下回ることから、その
まま放流できる。さらに、封じ込めに当たって、セメン
トその他の化学的反応や固化等の変質を伴わないことか
ら、将来安価な無害化技術が提供された場合、その対象
土としてそのまま適用できるという利点もある。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態のフロー図である。
【図２】地中封じ込め例を示す縦断面概要図である。

【図３】他の地中封じ込め例を示す縦断面概要図であ
る。
【図４】実験１のＳＳ濃度測定結果を示すグラフであ
る。
【図５】実験２のダイオキシン類濃度測定結果を示すグ
ラフである。
【図６】実験２の鉛濃度測定結果を示すグラフである。
【図７】実験２の砒素測定結果を示すグラフである。
【図８】実験２のＰＣＢ濃度測定結果を示すグラフであ
る。
【符号の説明】
１…河川等、２…浚渫船、３…貯留ピット、４…注入ポ
ンプ、５…透水性袋体、６…排水溝。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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